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リスクコミュニケーション

リスク管理

近年の生体電磁環境分野の取組みの全体像

 5Gやワイヤレス電力伝送（WPT）などの新しい技術の導入・普及を背景として、電磁環境の変化に対応できるよう、

リスク評価、リスク管理、リスクコミュニケーションに関する取組みが進められている。

 1.～4.のそれぞれに関して、諸外国の取組みを紹介。

2．電磁界ばく露制限値の見直し

 最新の国際ガイドライン（ICNIRP高周波ガイドライン

など）の反映

 5G展開を踏まえた独自制限値の見直し

4．信頼性のあるコミュニケーションの取組み

 関係機関横断のワンストップの情報提供体制

 国民との直接対話

リスク評価

3．電波ばく露レベルモニタリングの実施

多様な発生源からの電波強度の測定・公開

１．最新の科学的知見の評価と研究の推進

 電磁界の健康影響に関する最新の研究の評価・系
統的レビューの実施（WHO, SCHEERほか）

 科学的知見が不足している研究テーマの推進
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WHO高周波電磁界の環境保健クライテリア (EHC)改定

１．最新の科学的知見の評価と研究の推進

 世界保健機関（WHO）では、2012年より、高周波(RF)電磁界の健康リスク評価書である、環境保健クライテリア

（Environmental Health Criteria：EHC）モノグラフの改定のための活動が行われている。

 現在、各国の専門家の協力の下、高周波電磁界の潜在的な健康影響に関する系統的レビューが公表されており、

並行してWHOのタスクグループにおいて、EHCモノグラフの策定と研究ギャップの特定が進められている。

スコーピングレビュー（～2020）

系統的レビュー（2021～）

高周波電磁界のEHCモノグラフ 研究ギャップの特定

特定のトピックに関する文献の全体像や範囲を把握し、
利用可能な文献や研究の量及びその焦点の概要を示す。
全16章で約3,000件の文献を取り上げている。

特定のトピックに関するレビュープロトコルを定め、
適切なプロトコルデータベースに登録した上で実施。
個々の研究のバイアスリスク評価、結果の統合・要約も行う。
9つのアウトカムに対して系統的レビューを実施（次頁参照）。

高周波電磁界と健康リスクについてのタスクグループ（2023～）

WHOの科学的評価のプロセスに則り、高周波電磁界のEHCモノグラフの作成
を支援する。
• 両レビュー結果を基に、高周波電磁界ばく露の健康影響について結論を導出
• 両レビュー結果を基に、各アウトカムに対して総合的な健康リスク評価を実施
• 研究のギャップ（不足している知見）を特定
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WHO 系統的レビュー公表状況

１．最新の科学的知見の評価と研究の推進

 主要なアウトカムに対する系統的レビューが、Environment International 誌の特別号で順次公表されている。

 現在、がんに関する動物実験のレビュー結果の公表を残すのみ。

主要アウトカム* 研究手法 レビュープロトコル公表状況 レビュー結果公表状況

SR1：がんに対するRFばく露の影響 ヒト観察 2021.12 2024.9（最も多く研究された影響）

２０２５.2（研究が少ない影響）

SR2：がんに対するRFばく露の影響 動物 2022.3 未公開

SR3：生殖への悪影響に対するRFばく露の影響 ヒト観察 2022.1 2024.8（女性の生殖への悪影響）

2024.8（男性の生殖への悪影響）

SR4：生殖への悪影響に対するRFばく露の影響 動物 2021.12 2023.10 （女性の生殖への悪影響）

動物／in vitro ２０２４．３ （男性の生殖への悪影響）

SR5：認知機能障害に対するRFばく露の影響 ヒト観察 2022.1 2024.6

SR6：認知機能障害に対するRFばく露の影響 ヒト実験 2021.12 2024.9

SR7：各種症状に対するRFばく露の影響 ヒト観察 2021.12 2024.1

SR8：各種症状に対するRFばく露の影響 ヒト実験 2022.1 2024.5

SR9：酸化ストレスのバイオマーカに対するRFば
く露の影響

動物／in vitro 2022.1 2024.12

SR10：痛み、火傷、白内障及び熱関連疾患に対す
る、あらゆる熱源からの熱ばく露の影響

レビュー体制を構築できず断念

Env i ronment  Internat iona l  |  WHO assessment  of  hea l th  ef fects  of  exposure  to  rad iof requency e lect romagnet ic  f ie lds :  sys temat ic  rev iews  

|  Sc ienceDirect .com by  E lsev ier

＊2018年に高周波電磁界の健康影響のアウトカムの優先順位付けのために実施された、高周波電磁界の専門家300名を対象とした国際調査により決定

https://www.sciencedirect.com/special-issue/109J1SL7CXT
https://www.sciencedirect.com/special-issue/109J1SL7CXT
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SCHEER Op in ion  on  EMF

EU SCHEER意見書の公表

１．最新の科学的知見の評価と研究の推進

 2021年、欧州委員会は、EUの政策に科学的助言を行う独立組織「保健・環境・新興リスクについての科学委員会」

（SCHEER）に、高周波および低周波電磁界の潜在的な健康影響に関して、最新の科学的知見に基づく助言を依頼。

 SCHEERは2015年以降の科学的文献の評価を行い、高周波、低周波それぞれについて最終意見書を公表。

欧州委員会

SCHEER
Scientific Committee on Health, Environmental and Emerging Risks

高周波（100kHz～300GHz）電磁界に関する諮問

欧州理事会勧告1999/519/EC及び職業ばく露に関
する新EU指令2013/35/EUの附属書をICNIRPガ
イドライン（2020）に基づいて改定する必要性

低周波（1Hz～100 kHz）電磁界に関する諮問

1Hz～100kHzの電磁界の潜在的な健康影響に
関する意見（前回は2015年公表）の更新

 欧州の一般公衆の低周波電磁界へのばく露は、
依然として欧州理事会勧告1999/519/ECで推
奨されているばく露制限値を下回っている。

 勧告に示された制限値内の低周波電磁界ばく露と
自己申告による症状との因果関係を示す説得力
のある証拠はない。

 低周波電磁界ばく露と人間の健康との相互作用メ
カニズムについては、さらなる研究が必要である。

低周波電磁界に関する最終意見書(2024)高周波電磁界に関する最終意見書(2023)

 既存の技術による慢性または急性の高周波電磁界ばく露が、
勧告／指令の附属書の制限値を下回るレベルで健康に悪影
響を及ぼすという、中程度または強い証拠を特定できず。

 ICNIRPガイドライン（2020）が、高周波電磁界の発展に対
応し、高周波電磁界の新しい技術的アプリケーションから人
をより効果的に防護可能な新しいばく露量とその制限値を導
入している点を認める。

 高周波電磁界に関する理事会勧告1999/519/EC及び指
令2013/35/EUの附属書の技術的改定の必要性について
前向きに助言する。

SCHEER Opinion on EMF

https://health.ec.europa.eu/document/download/85ef39d5-49dc-4b5a-b875-54e578d1d2bc_en?filename=scheer_o_063.pdf
https://health.ec.europa.eu/document/download/aaf66644-cfb2-4f9b-8a73-df7ef2b3a2a4_en?filename=scheer_o_044.pdf
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諸外国における研究評価・系統的レビュー

１．最新の科学的知見の評価と研究の推進

 諸外国の電波防護の規制当局や関連機関も、独自の取組みとして研究評価・系統的レビューを実施。

 最新の研究を評価するため、継続的な評価体制を構築している国（例：スウェーデン、スイス、ドイツ、オーストラリア）もある。

韓国電磁波学会（KIEES）
• 2022年
• 健康影響全般（動物・細胞）
• 24-70GHz(5G)

オランダ保健評議会
• 2020年
• がん・その他（全ての研究）
• 700MHz-40GHz(5G)

イタリア国立新技術・エネルギー・
環境・持続的経済開発機（ENEA)
• 2023年
• がん（動物）
• 100kHz～300GHz

豪州放射線防護・原子力安全庁（ARPANSA)
• 2021年
• 健康影響全般（動物・細胞・疫学）
• 6GHz超

フランス国立食品環境 労働
衛生安全庁（ANSES）
• 2022年
• 健康影響全般（全ての研究）
• 700MHz-26GHz(5G)

スイス電磁界と非電離放射線専門家
グループ（BERENIS）※連邦環境局
• 四半期に1回ニュースレター公表
• 健康影響全般（全ての研究）
• ～１０GHz

スペイン「無線周波数（RF）電磁界
と健康に関する科学諮問委員会」
• 2024年
• 健康影響全般（全ての研究）
• 高周波電磁界

スウェーデン放射線安全庁（SSM）
• 1年に1回公表
• 健康影響全般（全ての研究）
• 静磁界～高周波

ドイツ連邦放射線防護庁（BfS）
電磁界コンピテンスセンター
• 四半期に1回評価対象リスト公表
• 健康影響全般（全ての研究）
• 0〜300 GHz

豪州放射線防護・原子力安全庁（ARPANSA)
• 随時公表
• 健康影響全般（全ての研究）
• 0〜300 GHz

実施機関
• 公表時期
• 対象とする健康影響（研究手法）
• 対象とする周波数

食品医薬品局（FDA)
• 2020年
• がん（動物・疫学）
• 100kHz-6GHz

https://moonpd.ai/ebook/ch004056/0007426575?mode=full
https://www.healthcouncil.nl/documents/advisory-reports/2020/09/02/5g-and-health
https://www.mdpi.com/1660-4601/20/3/2071
https://www.mdpi.com/1660-4601/20/3/2071
https://www.arpansa.gov.au/research-and-expertise/electromagnetic-energy-program/electromagnetic-energy-research/5g-mobile-networks-and-health-state-science
https://www.anses.fr/en/system/files/AP2019SA0006EN-2.pdf
https://www.anses.fr/en/system/files/AP2019SA0006EN-2.pdf
https://www.bafu.admin.ch/bafu/en/home/topics/electrosmog/beratende-expertengruppe-nis-berenis/newsletter-of-the-swiss-expert-group-on-electromagnetic-fields-a.html
https://www.bafu.admin.ch/bafu/en/home/topics/electrosmog/beratende-expertengruppe-nis-berenis/newsletter-of-the-swiss-expert-group-on-electromagnetic-fields-a.html
https://ccars.org.es/noticias-home/noticias-del-ccars/362-el-ccars-presenta-su-informe-sobre-radiofrecuencias-y-salud-2020-2022
https://ccars.org.es/noticias-home/noticias-del-ccars/362-el-ccars-presenta-su-informe-sobre-radiofrecuencias-y-salud-2020-2022
https://www.stralsakerhetsmyndigheten.se/en/publications/reports/radiation-protection/2024/202412/?searchQuery=
https://www.bfs.de/EN/topics/emf/competence-centre-emf/reports/reports-spotlight/spotlight-introduction.html
https://www.arpansa.gov.au/research/surveys/radiation-literature-survey
https://www.fda.gov/media/135043/download
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EU Horizon Europe

１．最新の科学的知見の評価と研究の推進

 EUの研究・イノベーション枠組みプログラムである「Horizon Europe」（2021-2027年）において、

6つの社会課題群（クラスター）のうち、クラスター1：健康／健康と環境分野のテーマの1つとして、

「電磁界（EMF）へのばく露と健康」（総予算約3,000万ユーロ）が設定され、4件の国際共同研究が進行中。

プロジェクト名 <コーディネータ組織＞ 期間・予算・参加機関 目的

ETAIN
＜オランダ・ユトレヒト大学＞

2022-2027
664万€ 10機関

RF-EMFのばく露が人間、生態系、惑星の健康に及ぼす影響について科学的な
証拠を示し、政策や現行の規制の枠組みに反映する。

GOLIAT
＜スペイン・IS Global>

2022-2027
704万€ 17機関

5G等によるRF-EMFばく露を監視し、その潜在的な健康影響の原因に関する
新しい洞察を提供することで、ばく露とリスク認知、市民参加による最善のコ
ミュニケーションについて研究を行う。

NextGEM
＜ギリシャ・Idryma Technologias Kai. 
Erevnas＞

2022-2026
756万€ 20機関

欧州の規制当局や科学界がプロジェクトの成果を管理・評価するための標準的
な方法や、FAIRデータへのアクセスを提供する、EMFと健康のための
NextGEM Innovation and Knowledge Hub（NIKH）を創設する。

SEAWave
＜ギリシャ・テッサロニキ・アリストテレス大学＞

2022-2025
732万€ 11機関

5GのEMFばく露の影響を評価し、従来の2G〜4Gと5Gとのばく露パターンの
違いを明らかにする。新たな測定ツールや評価手法を開発し、特にミリ波帯の皮
膚への影響や発がん性リスクに関する科学的データを提供。5Gに対する市民の
認識も調査し、リスクコミュニケーションや政策決定のための科学的根拠を提供。

ETAIN RF-EMF情報提供アプリ開発

 RF-EMF Dose Calculator
1日のRF-EMFばく露量を、各種デバイス利用に
関するアンケートへの回答から推定するツール

 5G Scientist
スマートフォンの信号品質からRF-EMFばく露を
推定するスマートフォンアプリ

 Exposure maps
5G Scientistのデータを基にしたばく露マップ

Chikha et al, 2024

GOLIAT フランスの微小環境における電磁界ばく露モニタリング

RF-EMF exposure — ETAIN project

https://cordis.europa.eu/project/id/101057216
https://cordis.europa.eu/project/id/101057262
https://cordis.europa.eu/project/id/101057527
https://cordis.europa.eu/project/id/101057622
https://ieeexplore.ieee.org/document/10424982
https://www.etainproject.eu/rf-emf-exposure


Copyright © Mitsubishi Research Institute 8

各国における進行中の研究テーマ

１．最新の科学的知見の評価と研究の推進

 諸外国の関係機関においても、独自に生体電磁環境分野の委託研究を推進している。

 現在の研究ギャップを解消するためのテーマや、複雑化する電磁環境に対応するためのテーマが設定されている。

韓国・科学技術情報通信部

ドイツ 連邦放射線防護庁（BfS） スイス 連邦環境局（FOEN） 韓国 科学技術情報通信部（MSIT）

 電波サービスの進化に伴う電磁波人体リスク
の体系的解明

（2025年度予算：2,820百万ウォン）
• 電磁波による人体・生体影響に関する学際的

研究
• RF（高周波）電磁波による青少年の行動・認

知への影響に関する体系的疫学研究
• 4G、5Gの同時ばく露に関する発がん性評

価のための大規模動物実験
• 複合EMF（電磁界）ばく露評価基盤および生

体ばく露実験システムの開発

 ビッグデータに基づく電磁波予測技術の開発
（2025年度予算：1,600百万ウォン）
• 変化する電磁環境の電磁波データをリアルタ

イムに収集可能なRFセンサーの試作機開発
（ビッグデータと連携）

• 実測、シミュレーション、計算モデルなどを用
いた比較検証による、都市部におけるAIを
活用した電磁波予測アルゴリズムの開発

 電磁過敏症医療ネットワーク MedNIS
• 電磁過敏症患者のケアを改善するための、

トレーニングを受けた相談医のネットワーク
• 2023年10月からフリブール大学家庭医

学研究所にて運用中、2024年10月まで
に56件の医療相談を実施

• MedNISの運用とあわせて電磁過敏症患
者のコホート研究「電磁界と健康」を開始

 非電離放射線ばく露モニタリング
• ポータブル測定器による、低周波電磁界（電

力設備等）及び高周波電磁界（携帯電話や
無線機器）の屋内外のばく露レベルの測定

 5Gのリスク認知の変化
• 2019年-2022年におけるスイス国民の

5Gに対するリスク認知の変化の分析
スイス・連邦環境局

 電力網拡張における放射線防護
• 既存の制限値未満の低周波ばく露による

健康影響の可能性に関する３９の個別研究

 高周波電磁界とモバイル通信
• 携帯電話の長期使用による影響や5Gの

超高周波による影響など、既存の研究
ギャップを解消するための各種研究
‐神経膠腫の罹患率と携帯電話使用
‐高周波が脳、認知機能、睡眠に与える影響
‐5G FR2周波数による皮膚細胞への影響
‐将来の携帯通信アプリケーションにおけ
る電磁界ばく露の推定

‐5G基地局のビームフォーミングアンテナ
の測定

 中間周波電磁界の研究プロジェクト
• 電気自動車の運転中・充電中の磁界ばく露

 周波数横断の研究プロジェクト
• 酸化ストレス、動植物への環境影響、分子

レベルの作用機序など低周波・高周波いず
れにもかかわる研究

 リスク認識とリスクコミュニケーション
• 電磁界の健康影響やリスクに関するリスク

認知とリスクコミュニケーションの課題
ドイツ・連邦放射線防護庁

https://www.msit.go.kr/bbs/view.do?sCode=user&mId=244&mPid=243&bbsSeqNo=65&nttSeqNo=3017436
https://www.bafu.admin.ch/bafu/de/home/themen/elektrosmog/publikationen-studien/studien.html
https://www.bfs.de/DE/themen/emf/kompetenzzentrum/forschung/forschung_node.html
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最新の国際ガイドラインの反映

2．電磁界ばく露制限値の見直し

 各国の制限値を、ICNIRPの高周波ガイドライン（2020）に全体／一部を整合させる形で見直しが行われている。

あわせて新しいばく露指標(例：吸収電力密度)の適合性評価方法の整備も進められている。

 欧州加盟国の多くが採用する欧州理事会勧告1999/519/ECの附属書についても、SCHEERが改定案を検討中。

国 ICNIRPガイドライン（2020）の国内制限値への反映 反映パート

カナダ ６～300GHzの無線周波数電磁界に対する人体の局所ばく露制限値に関する通知
保健省、2021年1月

局所ばく露

RSS-102: 無線通信機器の無線周波数ばく露の適合性（全周波数帯)
イノベーション・科学経済開発省(ISED)、2023年12月改定

－

オーストラリア 無線周波電磁界（100kHz−300GHz）へのばく露の制限に関する基準（RPS S-1）
オーストラリア放射線防護・原子力安全庁（ARPANSA）、2021年2月

全体

マレーシア 無線通信インフラからの電磁界（EMF）放射に関する強制基準（MS EMF）に関する委員会決定
マレーシア通信マルチメディア委員会（MCMC）、2021年11月

全身ばく露

中国 GB 21288-2022 移動体通信端末からの電磁波のばく露制限値
工業・情報化部、2022年12月公布、2024年1月施行

局所ばく露

ブラジル 法律第17,865号 ※8.3kHz〜300GHzの電界、磁界、電磁界への職業的および一般公衆のばく露の制限値及び適合性評価方法

国家電気通信庁（Anatel）、2024年1月公布、2024年3月施行
全体

日本 諮問第2035号「電波防護指針の在り方」のうち「吸収電力密度の指針値の導入等」の一部答申
情報通信審議会、2024年４月

局所ばく露

諮問第2042号「携帯電話端末等の電力密度による評価方法」のうち「6GHz～10GHzにおける吸収電力
密度の測定方法等」の一部答申
情報通信審議会、2024年４月

－

EU
(検討中)

SCHEERの最終意見書（5ページ参照）を踏まえ、欧州委員会はSCHEERに対して、欧州理事会勧告
1999/519/ECの附属書（ICNIRPガイドライン（1998）に基づく制限値）に加えるべき変更を提案する
新しいワーキンググループの結成を委任。同ワーキンググループで予備的ドラフトの作成が行われている。

－
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5G展開を踏まえた独自制限値の見直し

2．電磁界ばく露制限値の見直し

 国際ガイドラインよりも厳しい制限値を設定している国の一部において、国内の5G展開を可能にするための制限

値の見直しが行われている。制限値の値だけでなく、制限値の適用の考え方も含めて見直しの対象となっている。

国・地域 見直しの背景・経緯
電界強度（V/m）＠900MHz (ICNIRPガイドライン:41V/m）

見直し前 見直し後

ベルギー
ブリュッセル
首都圏地域

2021年、ブリュッセル議会はブリュッセル首都圏地域における5G展
開に関する議論を行うため、抽選で選ばれた市民45名、議員15名か
ら構成される市民参加型の審議会を開催。同審議会の議論の結果と
して、5Gの展開を可能にするため、制限値を緩和することなどを含
む43の勧告をブリュッセル首都政府に対して行った。勧告に基づき、
2023年3月に制限値を定めた条例を改正。

6
全アンテナ累積

14.57
屋外、全アンテナ累積

9.19 
屋内、全アンテナ累積

フランドル地域 5Gの技術的進化に適応するため、2022年7月に制限値を定めた政
令を改正。周波数範囲や平均化時間は国際ガイドラインに整合させた。

3
単一アンテナあたり

20.6
全アンテナ累積

9.2 
単一事業者のアンテナ累積

ワロン地域 5G展開の取組みの一環として、制限値の見直しを行う技術専門家グ
ループ（連邦政府の通信規制当局、公共サービス科学研究所、ワロン
地域の自治体連合、デジタル庁、保健高等評議会が参加）を設置。同グ
ループの勧告を受けて、2022年12月に制限値を定めた政令を改正。

3
単一アンテナあたり

18.4
全アンテナ累積

9.2 
単一事業者のアンテナ累積

イタリア 5G展開により産業競争力を高めるため2024年4月に制限値を改定。
あわせて、事業者による「電磁空間の囲い込み」を防ぐために、アンテ
ナの設置・拡張の許可手続きに新たな規定を導入。

6
注意値、※24時間平均

6
品質目標

15
注意値、※24時間平均

15
品質目標

ポーランド 2019年12月、国内のモバイルインターネットの普及を進めるため、
既存の制限値を定めた規則を置き換える規則を制定。

7 41

インド 2025年2月より、5Gの基地局に限り、電力密度の制限値を5倍引き
上げることを政府が決定、と報道された。

（電力密度： 1 W/m2） （電力密度： 5 W/m2）
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（参考）イタリアの独自制限値の引き上げ

2．電磁界ばく露制限値の見直し

 イタリアでは、2001年「電界､磁界､電磁界のばく露に対する保護枠組み法」及び2003年の「100 kHz - 300 

GHz間の周波数で発生する電界､磁界､電磁界への国民保護のためのばく露制限、注意値、品質目標の制定」（首

相政令）に基づき、3種類のばく露制限値を導入。いずれも、ICNIRPガイドラインよりも厳しい値に設定。

 5Gの展開を促進させることを目的に、「2022年 年次市場・競争法」（2023年12月30日付法律第214号）により、

2024年4月29日付で、注意値と品質目標が引き上げられた。

 15V/mは、既存の基地局ネットワークを引き続き利用可能とし、結果としてこれまで適用されてきた制限値との

整合性を維持する上で必要最小限の値として、公的研究機関(ウーゴ・ボルドーニ財団)が算出。

ばく露制限値
電磁界ばく露の生体への短期影響から保護するた
めに、いかなる場合でも絶対に超えてはならない値

注意値
電磁界ばく露による潜在的な生体への長期影響か
らの予防措置として、1日4時間以上連続して滞在
する場所（住居、学校など）に設定された値(ただし、
24時間平均値)

品質目標
電磁界ばく露を段階的に最小化するために
屋外の人出が多いエリアに設定された目標値

周波数 電界強度（V/m） 磁界強度（A/m） 電力密度 （W/m2）

0.1 MHz - 300 GHz 6→15 0.016→0.039
0.10→0.59

（3 MHz - 300 GHz）

周波数 電界強度（V/m） 磁界強度 （A/m） 電力密度 （W/m2）

0.1 MHz - 300 GHz 6→15 0.016→0.039
0.10→0.59

（3 MHz - 300 GHz）

周波数 電界強度（V/m） 磁界強度（A/m） 電力密度（W/m2）

0.1 MHz - 3 MHz 60 0.2 ―

3 MHz – 3000MHz 20 0.05 1

3 GHz - 300 GHz 40 0.01 4

イタリア企業・メイド・イン・イタリー省 電磁界制限値の調整

https : //www.mimit .gov . i t / i t /not iz ie-s tampa/adeguamento-dei- l im it i -de i-campi-e lett romagnet ic i

今回の見直しの対象

https://www.mimit.gov.it/it/notizie-stampa/adeguamento-dei-limiti-dei-campi-elettromagnetici
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イタリア企業・メイド・イン・イタリー省／ウーゴ・ボルドーニ財団 新しい電磁界ばく露制限値 :2024年3月24日法律第48号によって導入された新規制

https : //www.mimit .gov . i t / images/stor ies/document i/s l ide_ inna lzamneto _campi _e let t romagnet ic i _ v6 .pdf

（参考）イタリアのアンテナ設置・拡張に関する新たな規則導入

2．電磁界ばく露制限値の見直し

 既存の制度の問題点

 制限値はサイトごとに適用されるため、既に基地局が設置されたサイトで、承認されたアンテナ出力値による電
磁界強度が制限値を超えている場合、「拡張不可能」サイトとされ、追加のアンテナを設置できない。

 事業者は、将来のサービス展開に備えて必要なエリアを確保できるよう、実際に必要なレベルよりも高いアンテ
ナ出力値で申請する傾向があったため、既存サイトの大部分が「拡張不可能」サイトに。＝電磁空間の囲い込み

 電子通信法典第44条を改正し、基地局等のアンテナ設置・拡張の許可手続きに新たな規則導入

 公平な分配の原則により、事業者の保有帯域／全ての事業者の総帯域の割合に応じて事業者毎の制限値を決定。

 実効性の原則により、制限値を飽和させるのに十分な数の申請がないサイトでは、許可を受けた事業者が、実効
的な必要性の証明を条件として、他の事業者が承認を得るまでの間の制限値の一時的引上げを要求可能。

各申請者の許可可能な放射制限値は、
技術基準CEI 211-10に従って算出

事業者の保有帯域に応じた制限値の設定イメージ

https://www.mimit.gov.it/images/stories/documenti/slide_innalzamneto_campi_elettromagnetici_v6.pdf
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様々なモニタリングの取組み

3．電波ばく露レベルモニタリングの実施

 電波環境が複雑化する中で、実際の電磁界のばく露レベルを測定し公開することで、透明性の確保が図られている。

 モニタリングの目的に応じて、測定方法やデータの公開手順が整備されている。研究としての取組みも多い。

無線設備の管理 測定キャンペーン 定点・長期測定 依頼測定・測定器貸出

電波発射源(例：基地局)や制限値
への適合性に関する情報の公開

場所や発生源に注目したばく露
レベルの把握・公開

定点におけるばく露レベルの長
期的なトレンドの把握・公開

国民からの要望に応じた、個別の
環境での測定サービスの提供

韓国KCA
スイス連邦通信局（OFCOM）

ドイツ・連邦放射線防護庁英国・放送通信庁（Ofcom） フランス・Observatoires des ondes韓国・KCA

スイス 無線送信機サイト情報の公開

韓国 基地局等の情報の公開

英国 5G基地局の電磁界測定 フランス 固定測定センサーによる
測定結果のリアルタイム公開

韓国 小型測定器（固定）の貸出

ドイツ 個人ばく露計の貸出

https://emf.kca.kr/web/info/monitoring/small.do
https://www.bakom.admin.ch/bakom/en/homepage/frequencies-and-antennas/location-of-radio-transmitters.html
https://www.bfs.de/DE/themen/emf/kompetenzzentrum/verleih/verleih_node.html
https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/consultations/category-1-10-weeks/189981-consultation-proposed-measures-to-require-compliance-with-international-guidelines-for-limiting-exposure-to-electromagnetic-fields-emf/associated-documents/emf-test-summary-010321.pdf?v=326065
https://www.observatoiredesondes.com/fr/
https://emf.kca.kr/web/info/basestation.do
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リスクコミュニケーションの取組み

4．信頼性のあるコミュニケーションの取組み

 2016年より、放射線に関する国民からのあらゆる問い合わせ

を電話・メールで受け付け、ARPANSAの科学者が直接回答

するTalk to a Scientistサービスを提供。

 電話は週2回1時間半ずつ相談時間を設定、メールは随時受付。

メールに関しては5営業日を目途に回答する。

 2016年～2022年8月に6,546件の問い合わせに回答。

その多くが電磁界に関する問い合わせ。2019～2020年は

5Gに関する問い合わせが多く寄せられたが、現在は減少傾向。

オーストラリア放射線防護・原子力安全庁 Talk to a Scientist オランダ ナレッジプラットフォームEMV

 電磁界に関する社会の疑問や懸念に対して、迅速に健康への

影響に関する明確な情報を提供する目的で、組織横断のナレッ

ジプラットフォームEMVが設立され、様々な情報を発信。

 ウェブサイトを通した電磁界と健康に関する情報提供に加え、

メディア対応や一般市民からの質問対応も行っている。

 社会の疑問・関心に沿った情報発信を行うコミュニケーション・

フォーラムと、科学的な進展を把握し、正確に要約するサイエン

ス・フォーラムにより構成。

 国民が求める情報を正確に、わかりやすく、迅速に提供するためのコミュニケーションプログラムや体制が重視さ

れている。一時的に電磁界に関する国民の不安や関心が高まった際にも、こうした取組みが有効に機能している。

RIVM（国立公衆衛生・環境研究所） 電磁界の健康影響に関する専門的知見に
基づく科学研究の評価

TNO（オランダ応用科学研究機構）

DNV（国際的認証機関）

GGD GHOR （地域医療保健局） 市民や専門家との接点、自治体への助言

RDI(デジタルインフラ検査局/旧：無
線通信庁）

アンテナに関する情報窓口、一般市民や専
門家に対する説明・質問対応・講習実施

ZonMw（保健・医療革新推進機構） 健康研究と医療イノベーションを促進、
研究プログラムの調整役

• 2007年設立、事務局はRIVM
• オランダ政府が活動に対して資金提供
• 保健評議会が助言的立場で参加

ナレッジプラットフォームEMVの体制Talk to a Scientistの問い合わせ件数の推移とその内訳

Kennisplatform EMV

https://www.kennisplatform.nl/
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まとめ

 新しい技術の普及を背景に、生体電磁環境分野の関係機関により、電磁界の健康影響に関するリスク評価や不足し

ている知見を得るための研究が推進されるとともに、ばく露制限値や運用ルールの見直し・調整が行われている。

 あわせて、国民の不安や関心に応えるため、電磁環境に関する透明性の確保や、誠実かつ丁寧なコミュニケーショ

ンが重視されている。


